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はじめに

2003 年 5 月 31 日、香川県琴平町金刀比羅宮にて第 52 回掃海殉職者追悼式が海上自衛

隊呉地方総監によってしめやかに執り行われた。この追悼式には、終戦後我が国周辺の海

域で掃海業務従事中に殉職された方々の御遺族、当時掃海業務に従事された方々及び海上

自衛隊掃海関係者等約 200 名が集まった。この中に、朝鮮戦争中、日本特別掃海隊の隊員

として元山に赴き、殉職された故中谷坂太郎氏の兄藤市氏及び弟の末友氏の姿も見られた。

我が国は、敗戦という試練を乗り越え独立再建を果たすとともに、経済を中心として復興

に成功し、経済大国としての国際的地位を確立した。しかし、 1990 年の湾岸戦争で総計

130 億ドルもの拠出金を支払ったものの、我が国の財政面のみによる貢献は国際社会から

あまり評価されなかった。湾岸戦争終了後の 91 年 4 月、自衛隊法第 99 条（機雷等の除

去）に基づく措置として、海上自衛隊掃海部隊が自衛隊創設以来、初の海外実任務として

ペルシャ湾に派遣された。これが自衛隊として、汗を流しての、そして命をかけた国際貢

献の第一歩であった。以後、 92 年からは国際平和協力法に基づく国際平和維持活動要員・

部隊の派遣が、そして 2001 年からはテロ対策特別措置法に基づく海上自衛隊艦艇部隊の

派遣が行われ、現在も引き続き実施されている。また、 2003 年 7 月にはイラク人道復興

支援特別措置法が成立し、陸上及び航空自衛隊が派遣活動を続けている。

このように、現在では、自衛隊の海外における国際貢献は定着し、恒常化されつつある

が、戦後我が国が初めて血と汗を流した国際貢献は、 1950 年、海上保安庁日本特別掃海

隊の朝鮮海域への派遣であったと言えよう。日本特別掃海隊は、占領軍の要請により、 50

年 10 月初旬から 12 月中旬にかけ、46 隻の日本掃海艇、1 隻の大型試航船 1 及び 1200 名

の旧海軍軍人が元山、仁川、鎮南浦、群山の掃海に従事して、 327 キロメートルの水道と

607 平方キロメートル以上の泊地を掃海し、機雷 27 個を処分したものの、掃海艇 1 隻が

触雷・沈没し、死者 1 名重軽傷者 18 名を出したものである。

日本特別掃海隊の活動に関しては、これまでにもいくつかの文献の中で言及されている

が、いずれも断片的な内容となっている。本研究はこれらの文献も踏まえつつ、米国及び

韓国の公刊戦史、米海軍公式文書「米太平洋艦隊中間評価報告」等の関係史資料や関係者

の手記等を用い、日本特別掃海隊の全体像に迫ろうと試みるものである。即ち、第 1 章に



おいては、日本特別掃海隊がなぜ戦時下の朝鮮海域に派遣されなければならなかったのか、

第 2 章では、朝鮮半島東海岸の元山のみならず西海岸各地での日本特別掃海隊の掃海活動

について述べ、第 3 章では日本特別掃海隊の内なる部分として、派遣された隊員の心情及

び派遣の事実が約 30 年にもわたり秘匿された影響について明らかにするとともに、日本

特別掃海隊の果たした意義について考察する。

１ 日本特別掃海隊派遣の背景と経緯

（１）極東における機雷戦兵力の状況 1945－50 年前半

北朝鮮では、46 年 7 月新設された水上保安隊が同年 12 月海岸警備隊に変更され、49

年 12 月人民軍海軍として発足した。発足時の兵力は、人員 15,270 名、艦艇数はソ連

軍の軍事援助を得た魚雷艇数隻を含む 35 隻、計 5,560 トンであり、朝鮮戦争勃発の前

日 50 年 6 月 24 日の時点での兵力は、人員 13,700 名、警備艇 30 隻となっている。艦

種としては、魚雷艇、哨戒艇、砲艦、モーターボート、帆船その他小舟艇であり、機雷

敷設は、曳船にバージを曳航させるかジャンクで実施しており、機雷戦兵力と言えるも

のは無かったようである。

一方、米国海軍では、第 2 次世界大戦後、戦争終結に伴う復員とともに、陸海空 3

軍の統合が叫ばれ、空軍長距離爆撃機能が強化される反面、国防予算の削減に伴い、海

軍兵力の大幅な削減が行われた。太平洋における機雷艦艇は、モスボール、スクラップ

等により処分され、46 年の時点では、機雷戦部隊司令部、掃海駆逐艦（DMS、1,630 ﾄﾝ）

2 隊、鋼製艦隊掃海艇（AM、890 ﾄﾝ）2 隊、木製船体掃海艇（AMS、270 ﾄﾝ）21 隻、そし

て新型掃海ボート（MSB、56 ﾌｨｰﾄ）2 隻となった。47 年には太平洋艦隊機雷戦部隊の解

散により、機雷戦に関するタイプ指揮官がいなくなり、訓練の実施に支障を来たす状態

となっている。48 年には機雷戦兵力の更なる削減が行われ、この結果、第 2 次世界大

戦中、米海軍太平洋艦隊にあった約 500 隻の掃海艇は、朝鮮戦争開始時には 22 隻とな

り、このうち極東水域で使用できるのは、 AMS6 隻、AM4 隻（うち 3 隻は保管状態）で

あり、これに傭船中の日本の掃海艇 12 隻を加えた 22 隻が全てであった。

また、韓国では、海軍の創設は朝鮮解放後の 45 年 8 月 23 日、孫元一等が私設団体

の海事隊を組織したことに始まる。海事隊はその後朝鮮海事協会、海防兵団と改称し、

46 年 1 月、国防司令部に編入され、軍政法令による軍事団体として認められる。同年 6

月、海防兵団は朝鮮海岸警備隊と改称し、韓国海軍はこの朝鮮海岸警備隊を母体として

48 年 8 月、大韓民国の独立と同時に、大韓民国海軍として発足した。海軍発足直前の兵

力は、人員約 3,000 名、艦艇数は小型舟艇を含み 105 隻、総計 13,000 トンである。朝

鮮戦争勃発時の海軍艦艇は、元米国掃海艇（YMS） 15 隻、元日本掃海艇（JMS）10 隻、

元米国揚陸艦（LST）1 隻及び米国から購入した駆潜艇（PC） 4 隻であり、この他は軍

艦といえないような雑多な小型船であった。開戦初期において、韓国の掃海艇（YMS）

は、掃海具を装備しておらず、掃海の経験もなく訓練も十分でなかったため、 50 年秋



の元山及び鎮南浦の掃海作戦においては、機雷処分艇、誘導艇及び連絡用として使用さ

れている。

日本においては、45 年 8 月の終戦時、日本近海に日本海軍が敷設した係維機雷約

55,000個と米国軍が B-29及び潜水艦によって敷設した感応機雷約 6,500個が残ってい

た。感応機雷の掃海作業は日本海軍が終戦前から行っており、戦後も引き続き実施して

いた。同年 9 月 2 日の連合国最高司令官一般命令第 1 号（陸海軍武装解除降伏等に関

する一般命令）及び 9 月 3 日の同指令第 2 号により、日本国及び朝鮮水域にある機雷

は、連合国最高司令官総司令部の指示の下に、日本政府として掃海作業を実施すること

となり、海軍省内に掃海部を設置し、10 月には艦船 348 隻、人員約 10,000 名の掃海作

業の組織的な態勢が整えられた。その後、掃海業務の所管は、海軍省の廃止に伴い、第

二復員省、復員庁、運輸省海運総局、海上保安庁へと変わっていく。

人員については、掃海従事者は 46 年 2 月の旧職業軍人公職追放令からは除外された

ものの、占領軍から係維機雷の掃海完了に際し全掃海従事者の 50％削減が指示され、

同年 8 月末には約 4,500 名となった。 48 年 1 月には、復員庁の廃止により、掃海関

係者は約 1,500 名に激減し、さらに、48 年 4 月には掃海関係追放該当者の 50％削減が

指示され、翌年 3 月末には約 1,400 名となった。朝鮮戦争開始後約 1 ヵ月半を経過し

た 50 年 8 月には、GHQ 民生局(Government Section)から全追放該当者の解任指令が発

せられたが、日本各地の掃海作業が未だ終わらず、掃海部隊の存続を望む米極東海軍司

令官ジョイ(C. Turner Joy)中将及び来日中の米海軍作戦部長と連合国最高司令官との

交渉により、追放該当者の解任は同年 10 月 31 日まで延期されることとなった。その

後 51 年の日本と連合国との平和条約調印までに 3 次にわたる解任延期がなされ、追放

該当者の実質的な公職追放は解除となる。

一方、掃海艦艇の隻数も逐次削減され、46 年 4 月には、 328 隻となり、その後、徴

用漁船の解雇、係維機雷掃海の終了及び復員庁の廃止等により激減し、47 年 12 月末に

は 45 隻となった。その後米国海軍が傭入していた掃海艇の返還等により、50 年 6 月に

は 79 隻に増加し、朝鮮戦争を迎えることとなる。

（２）朝鮮戦争初期における北鮮軍の機雷敷設と国連軍海軍の対応

7 月 10 日、ウラジオストックから、ソ連製の機雷が東海岸の鉄道によって南方に輸

送された。以後、国連軍側が鉄道を破壊する以前に、約 4,000 個の機雷が元山を経由し

て運ばれ、8 月 1 日以前に元山及び鎮南浦において機雷敷設が開始された。機雷はさら

に鎮南浦から海州、仁川、群山及び木浦に輸送された。同月中旬、元山及び鎮南浦に北

鮮軍のバージや哨戒艇がいることが国連軍側で確認されたが、機雷敷設に従事している

とは解されなかった。極東海軍司令官、第 7 艦隊司令官及び仁川上陸作戦攻撃部隊指揮

官の仁川上陸作戦計画では、「北鮮軍が仁川に機雷敷設する限定された能力を有してい

るものの、入手した情報によれば、仁川に機雷が敷設されていることはない」とされて



おり、作戦計画策定の時点において北鮮軍の機雷敷設については、考慮されていなかっ

たようである。

ところが、9 月 4 日鎮南浦南西海域において米駆逐艦が機雷を発見し、その 3 日後、

同海域において英艦艇が多数の浮流機雷を発見した。 10 日には、韓国海軍の駆潜艇が

海州の沖で機雷敷設中の北朝鮮の船艇を撃沈し、海州湾の湾口には機雷が敷設されてい

るとの報告がなされ、翌日、第 7 艦隊司令官は全艦艇に対し、北朝鮮が機雷戦活動を開

始した旨を布告した。そこで、太平洋艦隊司令官は、極東方面に掃海艇を急きょ追加派

遣し、海軍作戦部長は、第 4 次復帰計画を修正し、AMS9 隻、AM4 隻を太平洋艦隊用とし

て現役に復帰させることとした。ただし、この計画は 51 年度末に完了する計画であっ

た。

仁川上陸作戦においては、 TF90（攻撃任務部隊）の編成に含まれていた 7 隻の米掃

海艇は、輸送船グループを護衛し、強襲上陸部隊より 2 日遅れで仁川に到着する計画で

あった。9 月 13 日、艦砲射撃のため仁川水道に侵入した米駆逐艦が係維機雷を発見し、

銃撃により機雷を処分した。このため、輸送船グループを護衛中の掃海艇は仁川に急行

することを命じられ、14 日夜仁川沖着、翌 15 日 0600 から午前中にかけて仁川港の掃

海を実施したが機雷処分の成果はなく、また、上陸部隊第 1 陣が仁川に上陸したのは 15

日 0633 であり、実質的に上陸作戦のための事前掃海の意味をなさなかったと言えよう。

その後、9 月 26 日から 10 月 2 日までの 1 週間の間に、朝鮮半島東海岸で触雷によ

り米国掃海艇 1 隻が沈没、米国駆逐艦、韓国掃海艇等 4 隻が大破し、機雷の脅威が大

きく見直されることになるが、開戦後イギリス、カナダ、オーストラリア、ニュージー

ランド、オランダ等国連加盟諸国から巡洋艦、駆逐艦等が朝鮮水域に急派されたのに比

し、掃海艦艇派出の申し出はなかった。したがって、 9 月末の時点では、国連軍が使用

できる掃海艇は、米国掃海艇 21 隻及び日本で確認掃海に当たっている傭船中の日本掃

海艇 12 隻のみであった。ただし、高い練度を持つ大きな掃海部隊がたった一つあった。

それは前述した海上保安庁の掃海部隊であり、東京湾口、銚子沖、佐世保港外を含め日

本内地の沿岸航路や瀬戸内海の掃海作業に従事していた。

（３）日本特別掃海隊の派出

9 月 29 日、マッカーサー(Douglas MacArthur)元帥は、第 8 軍、第 10 軍団、極東海

軍及び極東空軍の各司令官に対して、元山上陸作戦の概要を伝えた。作戦の実施手順は、

仁川上陸作戦に極めて類似したものであったが、機雷の脅威が大きく浮かび上がってき

たため、攻撃部隊の到着に十分に先立って上陸用海面を掃海することが必要であった。

同月 2 日、米極東海軍参謀副長アーレイ・バーク(Arleigh A Burke)少将は、海上保安

庁長官大久保武雄を極東海軍司令部に呼び、元山上陸作戦を行うためにより多くの掃海

部隊が必要であり、さらに元山以外の主要港湾の掃海も必要であること、国連軍が困難

に遭遇した今日、日本掃海隊の助力を借りるしか方法がないことを述べ、日本掃海隊の



派遣を要請した。大久保長官は、バーク少将の要請は現に戦争が展開されている朝鮮水

域にかかわる重大な提案であり、最高の判断を求めねばならず、事は急を要するため、

吉田茂首相に報告してその指示を仰いだ。首相は、アメリカ軍の軍隊や貨物輸送のため

には傭船契約が結ばれていたが、掃海作業をする契約はなかったので、気乗りしなかっ

た。のみならず朝鮮戦争下の掃海作業は戦闘行為であり、海上保安庁法第 25 条には海

上保安庁は非軍事的部隊であると明記されてあった。ただし、45 年 9 月 2 日の連合国

最高司令官指令第 2 号には、「日本国及び朝鮮水域における機雷は、連合国最高指揮官

所定の海軍代表により指示せらるるところに従い掃海すべし」と朝鮮水域が明示されて

いた。ポツダム宣言を受諾した日本は当時なお占領下にあり、マッカーサー元帥の命令

には絶対的な服従が要求された。吉田首相は大久保長官に対し海上保安庁の掃海艇をア

メリカ海軍の希望どおり派遣するよう伝えた。

当時、ダレス(John F. Dulles)特使がしばしば来日し、朝鮮戦争勃発直前にも吉田・

ダレス会談が行われるなど、日本としては講和条約の締結前で国際的にも微妙な立場に

あったので、この日本特別掃海隊の作業は秘密裡に行うこととなった。

大久保長官は 10 月 2 日付で、「米側の指令により朝鮮海域の掃海を実施することと

なるにつき、掃海艇 20 隻を至急門司に終結せしめよ」との命令を発する一方、朝鮮海

域掃海部隊の総指揮官を田村久三航路啓開本部長、一番隊・山上亀三雄第七管区航路啓

開部長、二番隊・能勢省吾第五管区航路啓開部長、三番隊・石飛矼第九管区航路啓開部

長、四番隊・萩原旻四第二管区航路啓開部長を各指揮官とし、各隊掃海艇五隻、処分艇

として巡視船一隻の編成とし、朝鮮水域の掃海隊を「特別掃海隊」と呼称することとし

た。

バーク少将から朝鮮掃海を要請されたとき、大久保長官は、事故の場合の補償問題と

憲法第 9 条のからみを考えて、GHQ より文書をもって日本政府に指令されたいと申し入

れた。10 月 6 日米極東海軍司令官ジョイ中将から山崎猛運輸大臣に対し、日本の掃海

艇使用について、次のような指令が出された。

①連合国最高司令官は朝鮮海域に日本の掃海艇 20 隻、試航船 1 隻、その他海上保安

庁の船舶 4 隻を使用することを認可、指示した。

②朝鮮海域でこの任務につく船舶は、国際信号Ｅ旗（燕尾旗）のみを掲げること。

③これら船舶の乗組員は、この任務にある期間、二倍の給料を支給される。

この GHQ 指令にもとづき、日本政府は運輸大臣より海上保安庁長官に対し、特別掃海

隊の朝鮮水域派遣を下令した。大久保長官は、6 日午後、旗艦「ゆうちどり」のサロン

に田村総指揮官以下、各隊指揮官並びに船艇長を招集して、朝鮮出動の経緯並びに日本

政府の意向を伝え、「日本が独立するためには、私たちはこの試練を乗り越えて国際貢

献をかちとらねばならない。後世の日本の歴史は必ず諸君の行動を評価してくれるもの

と信ずる」と激励した。

実は、この指揮官会議は紛糾し、討議が約 2 時間にわたり続けられたという。いかに



講和条約前の米軍占領下であっても、任務も、行き先も、補償も不明のまま、まして海

外で、明らかに危険を伴う作業に無条件に従うことはできない。乗員に説明し、納得が

得られるものを示してもらいたいとの各船艇長からの強い要求に対し、田村本部長との

間で、今次行動の条件として次の 4 点が決められた。

①占領軍一般命令第 1 号(45 年 9 月 2 日)及び占領軍指令第 2 号(45 年 9 月 3 日)に

基づく、航路啓開業務の延長と考え、米軍及び日本軍が敷設した機雷の処分とする。

②北緯 38 度線以南の海域で、戦闘の行われていない港湾の掃海とする。

③作業は、掃海艇の安全を十分考慮した方法をもって実施する。

④乗員の身分、給与、補償等は、政府にて十分補償する。

一部家庭の事情で下船した者もいたが、ほとんどの乗員は了解した。

10 月 7 日山上隊が仁川へ、 8 日田村総指揮官及び能勢隊が元山へ、17 日石飛隊が元山

へ、萩原隊が群山へと出港し、12 月 15 日、日本特別掃海隊の編成が解かれるまでの約

2 ヶ月間、元山、群山、仁川、海州、鎮南浦の朝鮮海域の掃海に従事することとなる。

２ 日本特別掃海隊の活動

（１）朝鮮半島東岸(元山)での掃海活動

元山での掃海兵力 TG95.6 掃海任務群は、指揮官スポフォード(Richard T. Spofford)

大佐、旗艦兼掃海母艦米高速輸送艦「ダイアチェンコ」、米掃海艦艇 12 隻（DMS2 隻、

AM3 隻、AMS7 隻）、米駆逐艦 1 隻、米工作艦 1 隻、米サルベージ艦 1 隻及び日本掃海艇

8 隻でもって編成された。このうち米掃海艇 6 隻は、10 月 6 日佐世保発、10 日元山着

で掃海を開始している。

一方、日本側は田村総指揮官直卒の下、旗艦｢ゆうちどり｣及び第 2 掃海隊（指揮官能

勢事務官 MS344 隻、PS353 隻）が 10 月 8 日未明下関発、対馬海峡北方海面で米サルベ

ージ艦と会合し、目的地が元山であることを伝えられた。 9 日には、吉田総理から特別

掃海隊全般宛、「我が国の平和と独立のため、日本政府として国連軍の朝鮮水域に於け

る掃海作業に協力する」旨の電報が届けられ、10 日元山着、翌日から掃海作業に着手し

ている。

元山上陸作戦の上陸決行日（Ｄ日）は、 10 月 20 日であった。 10 日に至り、韓国第

1 軍団が元山を占領したことにより米第 10 軍団の強襲上陸作戦の必要性は無くなった

が、北鮮軍の撃退のためには、速やかに第 10 軍団を上陸させることが必要であった。

12 日、米側は触雷により掃海艇 2 隻が沈没し、13 人が戦死又は行方不明となり 79 名

が負傷した。掃海作業は、航空機による機雷捜索を除き一時中断されたが、 14 日に再

開された。17 日 1430、米軍から永興湾内の泊地と水路の掃海が下令され、日本側には

触雷の危険性が少なく、航空機による機雷捜索の結果、敷設線がないであろうと考えら

れる海域が割り当てられた。ところが、最悪の事態が生起する。 1521、永興湾麗島灯

台の 244 度 4,500m の地点で日本掃海艇 MS14 号が触雷により瞬時にして沈没したので



ある。米軍の交通艇、内火艇及び日本側 MS06 号の通船により 22 名を救出したが、行方

不明者 1 名（中谷坂太郎氏）及び重軽傷者 18 名を出す事態となった。救出者 22 名は、

いったん米サルベージ艦に収容、翌 18 日、米駆逐艦にて佐世保に移送された。

17 日夕刻、旗艦「ゆうちどり」で緊急対策会議が開かれ、各艇長からは、「米軍の戦

争にこれ以上巻き込まれたくない。掃海を止めて日本に帰るべきだ」、「出港前の下関に

おける総指揮官の説明とは話が違う」と喧喧囂囂たる雰囲気であったが、「米軍の上陸

用舟艇（LCVP）で浅深度の小掃海を実施した後、我々の掃海艇による掃海を再開する」

との能勢指揮官の提案を米軍に申し入れることとなった。会議終了後、石飛事務官を指

揮官とする第 3 掃海隊 MS5 隻は、元山に向け同日朝下関を出港、米駆逐艦とともに元

山に向かったとの情報がもたらされた。 18 日朝、田村総指揮官は、CTG95.6 掃海任務

群指揮官スポフォード大佐に米 LCVP による小掃海を申し入れたが、 CTF95 前進任務部

隊指揮官スミス(Allan E. Smith)少将から、「今から小掃海をやる時間的余裕はない。

予定のとおり速やかに掃海を実施せよ」との命令が出された。このまま掃海を継続すれ

ば、触雷は必至と思われ、同日午後、田村総指揮官が「小掃海を先行させつつ係維掃海

するか、米掃海艇による係維掃海後に磁気掃海する」という譲歩案の具申にスミス少将

を訪れると、「日本掃海艇 3 隻は 15 分以内に内地に帰れ。しからざれば 15 分以内に出

港して掃海にかかれ。出港しなければ撃つ」と厳命された。これを伝えられた能勢指揮

官及び各艇長は日本帰投を決心し、能勢隊（第 2 掃海隊）MS3 隻は、田村総指揮官の慰

留を振り切って、修理中の MS17 号を横抱きにしながら永興湾を離れた。

10 月 18 日、元山の北鮮軍の機雷貯蔵所跡において、磁気機雷用のコイルが発見され、

さらに同日夕刻、韓国掃海艇 YMS516 号が触雷・沈没した。CJTF7 第 7 統合任務部隊指

揮官ストラブル(Arthur D. Struble)中将は、機雷の危険性に鑑み、また、10 月 10 日

韓国軍が既に元山を占領していたこともあり、Ｄ日の延期を上申し、これに対しマッカ

ーサー元帥は上陸の無期限延期を許可した。

20 日朝、第 3 掃海隊 MS5 隻は永興湾に到着、残存していた PS3 隻を同隊に編入、

翌 21 日から米軍の命令どおり湾内水路と泊地の掃海を開始した。結局、元山港が啓開

されたのは 25 日であり、米軍の元山上陸が行われたのは計画より 6 日後の 26 日であ

った。

能勢隊（第 2 掃海隊）は 10 月 20 日下関に到着し、その後能勢指揮官は海上保安庁

に出頭した。一方、田村総指揮官も 22 日米軍の水上飛行艇で東京に帰投し、事の顛末

を海上保安庁長官に報告している。米極東海軍司令部からは、「能勢指揮官と 3 名の艇

長は航路啓開隊から排除せよ」という指令が発せられるとともに、GHQ からは、公職追

放猶予中の旧海軍将校全員に対して猶予を取り消すという通達が出された。

能勢隊の帰投については、従来、これ以上犠牲者を出さないためにはやむを得なかっ

たという肯定的な見方と、作戦遂行上犠牲者が出ても任務遂行を優先すべきであったと

いう否定的な見方があるが、今回、米側の資料から次のことが明らかになった。即ち、



22 日、能勢隊が何故帰投したかについて GHQ 公安局(Public Safety Division)と海上

保安庁との会議がもたれ、日本特別掃海隊は、戦闘掃海ではなく確認掃海のみに従事す

るということで出撃していたこと、田村航路啓開部長と各船艇長とのやりとりで、北緯

38 度以南の掃海に従事することとされたこと、そして、米現地指揮官は能勢隊の LCVP

による掃海の提案に何も対策を採らなかった事等が明らかにされた。この会議の結論と

して、能勢隊帰投の原因は、「米現地指揮官が日本特別掃海隊隊員の置かれた立場をよ

く認識せず、日本側の LCVP による掃海の申し出に対して何ら処置をしなかったことで

ある」とされた。

24 日、大久保長官は、田村総指揮官宛の海上保安庁長官命令を打電し、前線部隊に対

し日本政府の意向と掃海継続の方針を漏れなく伝達するよう命令した。31 日、大久保長

官は田村総指揮官とともに米極東海軍司令部にジョイ司令官を訪れ、掃海艇 3 隻が日本

に引き返したことを詫び、責任者の処分を約束した。ジョイ中将は、「日本の掃海隊が

非常によく働いてくれている。今度の事故は残念だが、今後かかることのないよう協力

を願う」と述べた。大久保長官はさらに、 10 月 31 日で切れる旧軍人掃海関係者の公

職追放猶予の延期をジョイ中将に頼み、これを受けた GHQ は猶予の継続を認めた。責任

者の処分については、当初米海軍は強硬であったが、日本側の掃海継続の誠意を認め、

最終的には能勢指揮官一人が責任を負うことで解決した。

以後、第 3 掃海隊は、11 月 26 日まで同海域で掃海を実施し、同月 22 日到着した第

1 掃海隊（第 2 次）（指揮官花田賢司事務官、PS1 隻、MS6 隻）と交代、下関に帰投した。

第 1 掃海隊の作業は、既掃海面の日施掃海あるいは試航等安全海面の掃海であり、かつ

自主性を付与されていたため、現地米軍との折衝は、極めて順調に経過したという。第

1 掃海隊はその後 12 月 4 日まで掃海作業に従事し、12 月 6 日下関に帰投している。

元山における日本特別掃海隊は、 10 月 10 日から 12 月 4 日までの掃海作業におい

て、能勢隊（第 2 掃海隊）が処分した 3 個を含め計 8 個の機雷を処分し、MS1 隻を失

い、死者 1 名重軽傷者 18 名を出した。

（２）朝鮮半島西岸での掃海活動

朝鮮西海岸においては、 50 年 10 月、米第 8 軍の前進に伴い 1 日の補給所要量は

1,500 トンに達し、京城以北の鉄道、トラック輸送では、その半分を輸送出来るにすぎ

ず、航空輸送で補っても不足分を埋め合わせることは出来なかった。このため、海上輸

送による物資補給が緊急に求められ、西海岸の諸港を啓開する努力が続けられた。

ａ 仁川・海州

山上隊（第 1 掃海隊（第 1 次）MS4 隻、PS1 隻）は、同月 7 日、日本特別掃海隊の先

陣を切って下関を出撃 52、10 日仁川港外にて英、米、仏等の艦艇と会合している。そ

の後、11 日から 31 日までの間、英国フリゲート艦「ホワイトサンドベー」とともに、

CTE95.10 西海岸哨戒任務隊指揮官（英国）の下で、海州航路の掃海作業に従事し、計 15



個の機雷を処分した。山上指揮官の所感として「英駆逐艦、韓国海軍艦艇との連係行動

において国際場面に直面し、日本人たるの意識（たとえ日の丸を掲げざるも）と日本政

府の代表たるの自覚に発奮と相互の美徳を遺憾なく発揮し、ピッタリとした気持ちの合

致によって人の和は完全に達成し得たるは、本任務完遂に対し最大要因であった」、「韓

国民は当隊の掃海作業に心から感謝していた」と述べている。なお、山上隊は、 11 月 1

日海州発、3 日下関に帰投した。

その後、鎮南浦の掃海に従事していた大賀(良平)隊（第 4 掃海隊（第 2 次）MS4 隻、

PS1 隻）は 11 月 30 日鎮南浦発、12 月 1 日から 6 日までの間、英駆逐艦「モーコンベ

イ」艦長の指揮を受け海州掃海水道の確認掃海を実施し、12 月 11 日下関に到着してい

る。

ｂ 鎮南浦

10 月 21 日、米第 8 軍は平壌の占領を宣言した。さらに西部海岸方面における作戦

の進展に伴い、元山同様濃密な機雷が敷設されている鎮南浦を使用可能にすることが喫

緊の課題となった。このため、アーチャー(Stephen M. Archer)米海軍中佐を指揮官と

し、駆逐艦 1 隻、掃海艦艇 9 隻（DMS2 隻、AMS3 隻、韓国 YMS4 隻）、ヘリコプター1 機

その他揚陸艦の搭載艇 LCVP 等からなる TE95.69 鎮南浦掃海任務隊が編成された。これ

に 11 月 7 日以後、日本の第 2 掃海隊が加わることとなる。

11 月 2 日、米掃海艇 AMS3 隻、韓国掃海艇 YMS2 隻による掃海作業が開始された。4

日にはドック揚陸艦「カタマウント」が 12 隻の LCVP を搭載して到着し、元山で能勢

隊が提案した LCVP による事前掃海が成果を上げることとなる。

日本特別掃海隊は石野(自彊)隊（第 2 掃海隊（第 2 次）MS9 隻）が 11 月 3 日下関発、

7 日鎮南浦に到着し、翌 8 日から掃海作業に従事している。 9 日に下関を発った大賀隊

（第 5 掃海隊 MS4 隻 59、PS1 隻）は 15 日鎮南浦着、30 日まで作業に従事する。さらに

17 日には、我が国が傭船契約した試航船「泰昭丸」（6,000 ﾄﾝ）が加わり、同じく 30 日

まで活動した。

第 2 掃海隊指揮官石野自彊氏によれば、掃海の方法は、まず米海軍水中処分隊が機雷

を捜索拘束し、次いで浅喫水の上陸用舟艇 LCVP による略掃を行い、その後日本の掃海

艇により精密掃海を実施するというものであった。韓国掃海艇に補給のため横付けした

際、韓国軍の兵士から「自分の国の危機に（日本特別掃海隊が）手助けにきてくれてい

るということを皆大変感謝している。中には日本を憎んでいる者もいるが、こんな皆さ

んの仕事を知らない人が多い」と話し掛けられたという。11 月 20 日鎮南浦の掃海完了

が発表され、掃海作業も既掃海水道内を日施掃海するだけになった。第 2 掃海隊はアー

チャー大佐（昇任）の命令により内地に帰投することとなり、 12 月 3 日鎮南浦発、7

日下関に帰投した。鎮南浦における第 2 掃海隊の処分機雷は、2 個であった。

なお、中共軍の介入に伴い、米第 8 軍は 11 月 28 日前線から後退し、12 月 4 日から

5 日にかけて鎮南浦からの撤退と数万に及ぶ亡命者の南への移送を余儀なくされ、さら



に 5 日には中共軍が平壌を占領するという情勢の中、石野隊（第 2 掃海隊）の鎮南浦

からの帰投は、まさに中共軍との戦闘に巻き込まれる寸前の脱出であったと言えよう。

ｃ 群 山

萩原隊(第 4 掃海隊 MS7 隻)は、10 月 17 日下関出港、19 日群山に到着、翌日から掃

海業務を開始した。同隊は、TE95.7 韓国海軍任務隊（米指揮官）に編入され、韓国 YMS

艇長の指揮を受けながら 64、11 月 4 日までの 16 日間掃海業務に従事し、計 3 個の機

雷を処分して、同月 9 日下関に帰投している。この間、10 月 27 日には、日本掃海艇 MS30

号が座礁沈没したものの幸いにして死傷者はなかった。

また、英国フリゲート艦艦長から「給料を 3 倍出すから鎮南浦の掃海をやってくれ」

と再三にわたり口説かれたというエピソードは、当時、鎮南浦掃海の緊急の必要性を物

語るものと言えよう。事実、第 4 掃海隊の MS4 隻は、11 月 2 日第 2 掃海隊に編入され、

4 日群山発、途中下関から出撃した石野隊と合同し、7 日から鎮南浦の掃海に従事して

いる。

群山における日本の掃海作業報告には「同じ海域に対し、違った作戦命令が佐世保の

第 3 掃海隊群司令部、韓国船 YMS-513、英国駆逐艦「モーコンベイ」及び日本の総指揮

官から出され、我々はどの命令をとるべきか判断に迷わされた」「全作業を我々に任さ

れたら、我々自身のペースでもっと容易に掃海作業を実施できたと思われる」とあり、

群山においては指揮系統が混乱しており、また、日本側に必ずしも自主性が付与されて

いなかったことが伺える。

３ 日本特別掃海隊の残したもの

12 月 5 日、大久保長官は吉田首相を訪ね、日本特別掃海隊の任務がおおむね終了、各

隊が下関に帰投したので、隊員を集めて慰労の式を挙げることを報告した。吉田首相は、

「諸君の行動は国際社会に参加せんとする日本の行く手に、光を与えるものであった」と

の直筆によるねぎらいの辞を大久保長官に託した。また 7 日には、米極東海軍司令官ジョ

イ中将が日本特別掃海隊の功績をたたえて、大久保長官に対し「ウェル・ダン」という最

高の賞詞を贈っている。9 日、海州部隊（大賀隊）はいまだ帰国の途上にあったが、大久

保長官は下関唐戸桟橋で日本特別掃海隊員を前に、吉田首相からのねぎらいの辞及び米極

東海軍司令官からの賞詞を伝えるとともに、慰労の辞を述べ、隊員の苦労をねぎらった。

15 日、米極東海軍参謀長モアハウス(Albert K. Morehouse)少将は、米極東海軍司令官名

の文書をもって、海上保安庁に対し、日本特別掃海隊の朝鮮水域からの解放について指示

するとともに、米極東海軍司令官からの感謝の意を伝えた。これにより日本特別掃海隊の

編成は、正式に解かれ、各艇は、それぞれの母港へと帰投した。

本章では、日本特別掃海隊の輝かしい活躍の陰で、派遣隊員の心情はどのようなものであ

ったのか、また、派遣の事実が約 30 年にもわたり公にされず、このことがどのような影

響を及ぼしたのかについて明らかにするとともに、日本特別掃海隊の果たした意義につい



て考察する。

（１）派遣隊員の心情

日本は再び戦争は繰り返さない、戦争はもう懲り懲りだ、戦争のない平和な国を創ら

なければという戦後間もない当時の一般的風潮の中、実際に派遣された隊員の心情は、

どのようなものであったのだろうか。

能勢氏の手記では、「『日本は新しく成立した憲法によって戦争を放棄したのであるか

ら、今更他国の戦争の為に危険な処に生命をさらしに行く理由は無い。(略)日本再建と

いう使命だけを荷なって国民の掃海作業に献身的努力をしているのである。外国の掃海

をする為に戦場に行くというのは納得しかねる。然し占領軍の命令とあれば、日本政府

としては之に従わざるを得ないのではないか』というのが全隊員の感情であったようで

ある」と記されている。また、 MS06 号艇長有山幹夫氏は、「『戦争に巻き込まれる恐れ

が多分にある。危険性も高い。このような状況で、部下を連れて行くことはとても出来

ない』と申し出ると、六管区航路啓開部長池端鉄郎氏から『理屈を抜きにして全体のた

めに自説を曲げてくれ』と口説かれ『先輩にこうまで言われると、いやとは言えない海

軍の連帯感が心の中にあった』として、しぶしぶ従った」と証言している。

一方、鎮南浦掃海に従事した石野自彊指揮官は、「当時の隊員の考え、心情は、MS14

号艇の触雷沈没事故により、『今更なんで朝鮮まで出掛けて、死の危険を冒してまで掃

海せねばならないのか』という疑問によって動揺した時機もあったが、ただちにとられ

た諸措置と、占領下の日本のおかれた立場を納得し、朝鮮水域に出動したのであるが、

大部の乗員の考えの根底には、特別掃海隊解散にあたり、時の海上保安庁長官大久保武

雄氏が訓示の中でいみじくもいわれた、『国際社会において、名誉ある一員たるために

は、手をこまねいていてはその地位を獲得できない。私達自らの努力と汗で獲得しなけ

ればならない』との願望をもって、占領からの脱却、独立国日本の実現になんらかの寄

与ができるのではないかという期待があったものと思う」と述べている。

また、MS14 号機関長井田本吉氏は、「われわれは朝鮮動乱に参加したとは思っていな

い。掃海任務に徹していたからだ。いやだといって退職した者もいない。元気なものは、

再度朝鮮行きを希望している事実は、やはり掃海に徹していたからだと思う」と述べた

上で、MS14 号で重症を負った測角員の伊藤博氏の言として「当時のことについて、世上

では、強権による出兵とかいろいろいわれているが、自分たちの朝鮮での掃海は、朝鮮

の平和、日本の平和を今日維持している要因であったことを確信している」と紹介して

いる。

2003 年 11 月、広島県呉市において、筆者は MS14 号の乗組員で当時甲板次長の白井

一夫氏と、甲板員の高木（旧姓石岡）義人氏にお会いすることができた。両名とも「我々

の任務は、掃海をすることであった。日本で掃海をするも、朝鮮で掃海をするも、掃海

をすることに代わりは無い。ただ掃海をするために出かけていっただけだ」と語った。



なお、白井氏は、MS14 号の触雷・沈没で全身打撲の負傷を負い、帰国治療後の 50 年 11

月「ゆうちどり」の乗組となり、一方、高木氏は、帰国後同じく 11 月に MS06 号乗組

として再び朝鮮海域に赴き、鎮南浦の掃海に参加している。

これらを見るに、出撃にあたり釈然としない面は多々あったものの、プロフェッショ

ナルとして「掃海をするために」あるいは、「我が国の独立のために、そして国際社会

の一員として」という大義名分の下、旧帝国海軍軍人の繋がりまたは同じ掃海仲間とい

う強い結びつきで、やむなく出撃していったのではないだろうか。MS14 号の触雷・沈没

で、中谷坂太郎氏が戦死し、能勢隊が帰投したにもかかわらず、朝鮮海域の各地で整斉

と掃海作業が続けられたことがそのことを物語っているように思われる。

（２）日本特別掃海隊派遣が秘匿された影響

日本掃海艇の朝鮮海域派遣の要請について、大久保長官から報告を受けた吉田首相は、

「わかった。出しましょう。国連軍に協力するのは日本政府の方針である。ただし、掃

海隊の派遣とその行動については、いっさい秘密にするように」と述べた。当時、新憲

法が制定されて 3 年、戦時下の朝鮮水域への掃海艇派遣は憲法第 9 条に抵触する恐れ

があり、表ざたになれば政治問題化することは十分に予想され、具体化しはじめていた

講和条約締結問題に悪影響を及ぼす可能性があった。

山上隊が下関を出撃した 2 日後の 50 年 10 月 9 日、東京新聞夕刊によって日本特別

掃海隊が朝鮮海域へ出動したことが報じられた。続いて 22 日には、朝日新聞は朝鮮海

域での掃海艇の沈没事故を伝え、数については不正確であるが、この事故で死傷者が出

たことを報じている 。しかし、当時は占領軍の威光がきいていたのか、野党からの反

応はなかったという。

54 年 1 月 18 日、大阪新聞及び産業経済新聞は、元山上陸作戦において掃海中の海上

保安庁掃海艇 1 隻が触雷・沈没し、戦死者 1 名を出したことを報じた。これを機に、

野党の国会追及が始まる。1 月 30 日の衆議院本会議各党代表質問で、共産党の川上貫

市議員が、元山上陸作戦に日本の掃海艇が参加した事実を糾すと、吉田首相は、「元山

沖の掃海艇云々はマッカーサー元帥が日本にいた時のことで、何も記憶はない」と答弁

している。3 月 24 日の衆議院外務委員会では社会党下川儀太郎議員が、また、29 日に

は穂積七郎議員が、元山上陸作戦での掃海作業は憲法違反ではないかと質問したのに対

し、外務省条約局長の下田武三氏は、「占領中でなかったら問題となり得るかと思うが、

GHQ の命令により行われたことは、平和条約で、日本はこのことを追求しないこととな

っている」と答弁しており、以後国会における事実関係の追求はなされなかったようで

ある。

吉田首相の指示により、日本特別掃海隊の派遣とその行動が一切秘密とされた。この

ことにより、アーレイ・バーク少将からの派遣要請があったその日のうちに派遣を決定

し、しかもその 5 日後には日本から第一陣が出撃、途中、掃海艇の触雷・沈没事故によ



り死傷者を出したにもかかわらず、マスコミおよび国会等で大して取り上げられること

もなく、約 2 ヵ月間の日本特別掃海隊の朝鮮海域派遣を成功させることができたのであ

る。

一方、秘密とされたことにより失われたものも決して小さいものではなかった。 50

年 12 月 9 日、大久保長官が下関唐戸桟橋で、特別掃海隊員を前に「日本が将来国際社

会において、名誉ある一員たるべきためには、私たち自らが、自らの努力により、その

汗によって、名誉ある地位を獲得しなければなりません」と述べた慰労の辞は、日本特

別掃海隊の事実を約 30 年にわたり知らされなかった国民には伝わるはずもなかった。

言うまでもなく、日本特別掃海隊の隊員及びその関係者には、特別掃海隊の件に関し

厳格な緘口令が敷かれており、彼等にとって、事実を世に認めてもらえない無念さは、

いかばかりであったかは想像に難くない。大久保武雄の『海鳴りの日々』に、元山で触

雷・沈没した MS14 号の甲板次長白井一夫氏の談話として、「当時のことについては、今

迄に「週刊文春」等に朝鮮掃海の記事があったが、真実でなく、小説的に書かれている。

早く真実を公表してほしい」と口惜しい気持ちが述べられている。

MS14 号とともに戦死した故中谷坂太郎氏の場合は、さらに悲惨である。MS14 号が触

雷・沈没した時、政府は戦死者や戦傷者に対する補償の処置をとっておらず、バーク少

将と相談し、殉職者には取りあえず GHQ から弔問し、補償金を出してもらったという。

50 年 10 月 25 日、海上保安庁葬として行われた葬儀に出席できなかった兄の中谷藤市

氏によれば、「父から『米軍の命令による掃海だったことと死んだ場所は、絶対口外し

ないように』と言われ、瀬戸内海の掃海中に死んだことにしようと、みなで申し合わせ

た」という。

52 年、終戦時からの掃海殉職者の偉業を永く後世に伝え、その御霊を祀るため、全国

32 の市港長が発起人となり、香川県琴平の金刀比羅宮に、吉田首相の揮毫による掃海殉

職者顕彰碑が建立された。この碑に、中谷坂太郎氏の名が終戦後からの掃海殉職者 76

名とともに刻まれているが、殉職場所、時期等日本特別掃海隊派遣中の殉職であること

を示すものは見当たらない。坂太郎氏の殉職後 29 年を経た 79 年秋、戦没者叙勲で勲

八等白色桐葉章が贈られた。ただし、勲章の伝達は内輪にして欲しいとの内閣の意向で、

新聞発表は取りやめ、大久保武雄氏及び所管の海上保安部長が遺族の家を訪れて伝達し

たという。

兄の藤市さんは、「叙勲によって、やっと坂太郎の殉職が公認された。これで晴れて

弟の死を語ることが出来る」と話したとされる。

（３）日本特別掃海隊の意義

日本特別掃海隊の果たした意義として、次の 3 点が挙げられるのではないだろうか。

第一に、朝鮮戦争における国連軍の上陸作戦、撤退作戦及び後方支援作戦等に大きく

寄与したということである。日本特別掃海隊の元山、鎮南浦、海州、仁川、群山におけ



る掃海活動が、国連軍の元山上陸作戦、鎮南浦からの撤退作戦及び上記港湾を使用して

の後方支援作戦等に必要不可欠であったことは、前述のとおりである。 50 年 12 月 7

日の米極東海軍司令官ジョイ中将から大久保長官に対する日本特別掃海隊の功績をた

たえた「ウェル・ダン」の賞詞に示されるように、日本特別掃海隊が朝鮮戦争において、

国連軍の上陸作戦、撤退作戦及び後方支援作戦等に大きく寄与したことは言うまでもな

い。米太平洋艦隊中間報告では、「50 年 9 月以降の掃海艇の再就役と、日本掃海艇の利

用とが相まって、北朝鮮の機雷原と戦うことを許容し、11 月には機雷戦能力は、受容で

きる程度まで改善された」、「連合国最高司令官(SCAP)の承認を得て参加した日本の掃海

艇は、作戦の成功に大きく貢献した」と評価している。

第二に、日本の掃海に関する術力及び技術力を国連軍に誇示したことである。日本特

別掃海隊の朝鮮水域での活躍は、第 2 次世界大戦の後半から戦後 5 年間にわたり、日

本沿岸海域での掃海作業で培ってきた掃海に関する術力並びに帝国海軍からの掃海に

関する技術力を国連軍に誇示したものといえよう。ジェームズ・アワー(James E. Auer)

は、「日本掃海艇によって一度掃海された区域で、他の掃海艇によって掃海のやり直し

をしなければならないようなところは、一箇所もなかった。だが、日本の掃海艇にくら

べてはるかに経験の浅かった国連軍の掃海艇が掃海した区域では、こんなことは言えな

かった」と述べている。また、米太平洋艦隊中間報告では、「日本の掃海艇は、元山、

鎮南浦、海州、群山で 係維及び磁気機雷の掃海に従事した。隊員の技量は良好（good）

であり、掃海艇の馬力が小さいことを考慮すれば、掃海作業は満足（satisfactory）す

べきものであった」と評価している。

一方、海上保安庁の特別掃海隊の経過概要並びに所見には、「幸いに器材、舟艇の不

備に拘わらず我が術力は大いに認められ我方の意見具申は高く評価されたが掃海作業

の生命とする精度確保の点よりして舟艇、器材の不備を痛感した。国連軍の舟艇、器材

に配するに我術力を以ってせば最高度の能率発揮は極めて容易なるを確信した。（以下

略）」と記されている。また、能勢指揮官の元山で提案した LCVP による小掃海が鎮南浦

で採用され、多大な成果を上げたこと及び群山での萩原隊が英国フリゲート艦艦長から

「給料を 3 倍出すから鎮南浦の掃海をやってくれ」と再三にわたり口説かれたこと等も、

日本特別掃海隊の術力を評価したものと言えよう。

さらに、技術力の面では、米太平洋艦隊中間報告によると、小舟艇による磁気掃海で

は、日本製の 3 式（磁.棒）掃海具を使用した対艦式磁銲棒掃海が使用され、「よく訓練

された人員の場合、見事な成果を収めた」、「（3 式）掃海具はよく操作され、よく機能し

た。日本式磁銲棒掃海は有効幅が小さく、舟艇は適切な航法を必要としたがその単純性

と有用性は、米国の B8 磁気ワイヤー掃海具に匹敵する」と述べられている。

第三には、海上保安庁の装備等の強化をもたらしたとともに、海上戦力再建への布石

となったことである。朝鮮戦争の勃発により、50 年 7 月 8 日マッカーサー連合国最高

司令官は吉田首相宛の書簡によって 7 万 5 千名からなる警察予備隊の創設と海上保安



庁の 8 千名の増員を求めた。同年秋、米極東海軍司令官ジョイ中将は、野村吉三郎元海

軍大将に、ソ連から返還されたフリゲート艦 18 隻を日本に貸与してもよいと述べてい

る。日本特別掃海隊の朝鮮における活躍により、バーク少将はこれらのフリゲート艦を

日本の新しい海軍で使用するのが適当であると考えるようになり、米国政府の了解を取

り付けるのには日本側から要求させるのが良いとして、閣僚レベルの地位にあり、吉田

首相の信頼の厚い大久保長官をワシントンに送り交渉させることとした。同年 12 月 15

日、バーク少将を訪れた大久保長官に対し「マッカーサー書簡に答えるためには、海上

保安庁の勢力を強化し、従来の不合理な制限をとり除かねばならない。大久保長官はワ

シントンにおもむき、アメリカ政府やペンタゴンと打ち合わせてくるのが良策だ」と示

唆している。51 年 1 月、バーク少将の勧めで、渡米した大久保長官は、巡視船の速力、

トン数制限の撤廃、大砲の搭載、米フリゲート艦の提供、浮遊機雷監視用航空機の保持

等装備の強化について、国防省の了解を取り付けた。このようにして海上保安庁の装備

等の強化が承認されるとともに、後に貸与されるフリゲート艦は、同じく貸与される大

型上陸支援艇（ LSSL）及び保安庁警備隊の掃海部隊とともに我が国海上兵力再建の基

礎となるのである。

おわりに

日本特別掃海隊の朝鮮海域への派遣は、当時の国連軍側の極東における掃海兵力の状況

及び占領下で講和条約締結前という日本の置かれた立場から、我が国にとって極めて避け

がたいものであった。吉田首相はこれを国際貢献の好機と捉え、我が国の独立のため、そ

して国際的地位獲得のために巧みに活用したものと言えよう。また、日本特別掃海隊の活

動は、元山で掃海艇の触雷・沈没により死傷者を出し、能勢隊 3 隻が日本に帰投したもの

の、全体として国連軍の作戦に大きく寄与するとともに、旧海軍時代から培った掃海に関

する術力を誇示し、我が国及び国連軍、特に米海軍の期待に十分に応える成果をあげたも

のと言えよう。

一方、派遣隊員の心情は、プロフェッショナルとして「掃海をするために」あるいは「我

が国の独立のために、そして国際社会の一員として」等々さまざまであったが、その根底

には、帝国海軍軍人の繋がりもしくは同じ掃海仲間という強い結びつきがあったものと思

われる。さらに、派遣の事実が秘匿されたことにより、マスコミ及び国会等で大して取り

上げられることなく、日本特別掃海隊の朝鮮海域派遣を成功させることが出来たものの、

彼らの活躍が約 30 年にもわたりほとんど世に知られることなく、また、彼等自らもその

事実を口外できなかったことは、日本特別掃海隊の残した負の遺産とも言えるのではない

だろうか。

50 年 12 月 15 日、大久保長官が米極東海軍司令部にバーク少将を訪れた際、バーク少

将は大久保長官にワシントン行きを勧めるとともに、｢日本の海上保安庁掃海隊が朝鮮海域



で国連軍を援けたことは、国際的にきわめて有意義であった。今回の海上保安庁の業績は

高く評価されており、私個人の考えでは、日本の平和条約締結の機運を、ぐっと早める効

果をもたらしたと思う｣と述べた。一方、51 年 1 月、大久保長官がバーク少将の勧めでワ

シントンを訪れた際、国連アメリカ代表部の海軍武官は「朝鮮戦争における日本特別掃海

隊の業績を、国連では高く評価している」と述べたとされ、日本特別掃海隊の活躍が国連

内でも認められたことを示している。このことは、日本特別掃海隊の活躍が吉田首相の「朝

鮮掃海に協力して講和条約を有利に運びたい」という目論見どおりの成果につながったの

ではないかと考えられるが、本研究においては、バーク少将が言うような「日本特別掃海

隊の活躍が平和条約締結の機運を早める効果をもたらした」のかについては、残念ながら

究明するに至っていない。

なお、朝鮮戦争において、海上保安庁の掃海部隊は、日本特別掃海隊の派遣の他に以下

の二つの活躍をしている。その第一は、東京湾口及び佐世保港外の日施掃海であり、共産

側の潜水艦及びゲリラによる機雷敷設に対する警戒措置として、米極東海軍から指令され

たものであり、50 年の 7 月から開始し、我が国独立後の 53 年 9 月まで実施したものであ

る。その第二は、試航船「桑栄丸」の朝鮮海域への派遣であり、米極東海軍の要請により、

51 年 4 月から 52 年 7 月まで 3 次にわたり、釜山、鎮海、馬山、木浦、麗水、仁川の海

域を試航したものである。これらの事実は、日本特別掃海隊の派遣同様秘密裡に処理され、

未だにその詳細は明らかにされておらず、新たな研究成果に期待するものである。




